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The article tries to identify the patterns of industrialization of latecomers in Southeast Asia, i.e., Thailand, in 
comparison with advanced countries, such as, Japan and South Korea in Asia. The article concludes that the 
pattern of Thailand’s’ industrialization as the latest latecomer differs from those of other advanced countries, such 
as Japan and South Korea. This is due to the impact of globalization, particularly, free trade and foreign direct 
investment in these countries by transnational corporations (TNCs) in the end of the 20th century and early 21st 
century. These differences may drive the industrial development of the latecomers (direction and limitation), 


































































































ことも示している9。ガーシェンクロンは，18 世紀末から 19 世紀初めに先行して工業化を進めたイギ


























































































ニズムを明らかにする」23ために，表 1 に示す類型化を行なっている24。 
類型化では，第 1 の特徴に，市民革命，工業化，帝国主義という 3 のカテゴリーのシンークエンス
を示している。例えば，イギリスでは，市民革命が先行し，その結果工業化が進み帝国主義国家とな






主義の犠牲となり被植民地となっている。第 4 世代工業化（韓国と台湾）は，20 世紀後半に工業化が
始動し，植民地から独立した開発主義のもと，工業化を達成しようとしているという分析である。 
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その後，国民からの民主化の要求により，軍人から文民への選挙による政権移行が行われたが，い
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業国であったが，アメリカからの支援を通して産業化を開始している。朴政権初期の 61 年～72 年は
工業品の輸出振興期として捉えられ，62 年からの第 1 次，及び第 2 次経済開発 5 カ年計画をもって工






金（IMF：International Monetary Fund）コンディショナリー（93～98 年の金政権），そして財閥集中経
済が進み，2000 年以降対外進出が加速することになる。 
ここでは，工業化の礎となった 60 年代から 20 年間の朴政権における工業化の例として，自動車産
業の育成をみる。基本的なアプローチは，日本が行った産業育成に似ている。まずは，自国の自動車
産業を保護し（自動車工業保護法），完成車の輸入を禁止し（62 年），日本とは違いさらに強力な指導
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1970 年のから 2015 年には、16.5 兆ドルと
264 倍へと急増している。1970 年代までは








な伸びで 2000 年代に急増している。 
このように, 近年の国際間の貿易と直接
投資額の増加は著しく，有史以来のもので




が，71 年のニクソンショックののち，85 年のプラザ合意，97 年のタイのバーツ暴落に始まるアジア
経済危機，2008 年のリーマンショックなど，いくつもの危機と体制の変化を目撃したが, その中でも
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図 2. 世界の外国直接投資受入（ストック）の推移 
出所：UNCTADstatより作成。 
（単位：兆ドル） 
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（WTO：World Trade Organization）設立によって貿易ルールの世界標準化が進み、各国の政策も WTO

















自由貿易地域（AFTA：ASEAN Free Trade Area）を推し進め，少しでも確立した工業の市場を近隣諸
国に求めるべく，関税の撤廃を他国に要求する立場になる50。 
最後に，日本と韓国，タイの経済指標を比較し，3 カ国の特徴を示す51。2015 年の国内総生産（GDP：
Gross Domestic Product）では，日本約 4.4 兆ドル，韓国 1.4 兆ドル，タイ 4,000 億ドルである。また，
一人当たりGDP は，日本 3.4 万ドル，韓国 2.7 万ドル，タイ 6 千ドルである。貿易輸出額では，日本
6,247 億ドル，韓国 5,267 億ドル，タイ 2,143 億ドルである。過去の変化としては，1960 年から 2015
年の 55 年間で，GDP は日本 100 倍，韓国 345 倍，タイ 133 倍になっている。一人当たりの GDP は，
1960 から 1980 年の 20 年間で日本 20 倍、韓国 10 倍、タイ 7 倍であったのに対し，1980 から 2015 年
の 35 年間で 3.6 倍，16 倍，8.5 倍の増加と工業化の恩恵を受けている。特筆点は，貿易と投資額の増
加率である。輸出額では，1950 年から 1980 年の 30 年間で，日本 158 倍，韓国 761 倍，タイ 21 倍の
増加で，続く 1980 年から 2010 年の 30 年間で日本 4.7 倍，韓国 30 倍，タイ 32 倍と増加している。 
最後に，後発工業国における貿易と投資の外部依存では, まず，直近に工業化を進めたタイの 2015
年の貿易額（輸出）の対 GDP 比率は 53％で，韓国 38％，日本 14％の順に低くなる。なお，1960 年
から比較では，日本の対GDP 輸出額比が 9％で，韓国とタイはほとんど貿易がなく 0％に近かった状
態から，工業化が始まるにつれ輸出額が増加し，2000 年代からは 50％に増加し推移している。 
そして，外国投資の受け入れは後発になればなるほど，さらに顕著である。GDP が日本の 3 割しか
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ないにもかかわらず，2015 年現在の韓国の外国直接投資の受け入れ残額は，日本とほぼ同じ 1,700 億
ドルであり，経済規模が日本の 1 割もないタイが，日本以上の 1,830 億ドルの外国直接投資額を受け
入れている。このコントラストは歴然としており，日本は外国直接投資をほとんど受けずに工業化を
図り，韓国はある程度の外国直接投資を受け入れて工業化を達成したが，タイは外国直接投資を中心
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